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参事官峠宙航空政策担当1付

<宇 自開発の目的>

O  我 が国の宇宙開発は、次の目的のために行う。

11 )安全で安心な社会の構突

(2 )国民生活の豊かさと質の向上

0経 済社会の発展

り人類の知的資産の拡大と持続的発展

<宇 宙開発の基本方針>

○ 宇 宙開発の推進においては、自律性の維持、すなわち、「必要な人工衛星等を

必要なときに、独自に宇宙空間に打ち上げる能力を将来にわたって維持するこ

とJを 基本とする。

① 宇 宙開発の推進に当たっては、次の点に従う。

|)適切な選択と重点化を図ること

の合理化、スリム化を図ること

0信 頼性の確保を最重視すること

の 「民にできることは民でJの 考え方に従って官民の役書J分担を明確化するとと

もに、その分担関係の上に立ってイコールバー トナーシップの下、連携 協 働

を図ること

O 国 は、民間では実施困難なリスクの大きい研究開発、宇書実証等を行い、その

成果を速やかに民間に移転する。また、民間では整備が困難な大型の施設 設 備

の維持 整 備を行う。
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これらの方針の下に以下のように重点化を国る



<衛 星分野における|□刷力針>

○ 衛 星利用の社会的ニーズに対応すべ〈

0温 室効果ガス観測ラログラム

の水循環観以1プログラム

0気 候変動観淑1ブログラム

●災害監視ブログラム

(0資源管理ブログラム

0超 高速衛星通信ブログラム

●小型移動体通信フログラム

0光 衛星間通4言ブログラム

0高 精度衛星測位ブログラム

、次の技術開発ブログラムを推進する。

<輸 送分野における1□BJ力針>

○ 政 府の衛星打ち上げには、国産ロケットを優先的に使用する。また、民間に

もその使用を奨励する。

O H一  Aを 我が国の基幹輸送手段として定常的に運用する。また、H一  A模

準型については、民間移管を行い、品質と信頼性向上、コス ト低減等を図り、国

際競争力を強化する。

① 国 際宇宙ステーション (ISS)の 補給 運 用に対応するとともに、我が国の

ロケットの国際協力強化及びロケット技術の維持 発 展のため、 ISS運 用タイ

ミングに合わせ、H― :IB及び手宙ステーション補給機 (HTV)の 開発を推進

する。

O M一 VBケ ットについては、政府としての技術開発は終了するが、回体ロケッ

ト技術の維持の観点をも踏まえ、当面の間、適宜、科学衛星用として使用する。

将来的な科学衛星用ロケットの在り方については、今後の検討課題とする。

O LNG推 進系を開発し、民間に移転する。GX回 ケットについては、技術移転

などを通じて開発を支援する。

● 我 が国の基幹ロケットを世界水準に維持し続けるべく、次期基幹ロケットのコ

ンセプトの検討を行うn



<宇 宙科学における|□局」方針>

○ 宇 宙科学研究については、独自性の発揮と世界最高水準の活動を目指 して、太陽

系採査や天文観測などを中心に、資源の集中を図る。具体的なプロジェク トの立案、

選定などは、関係コミュニティのボ トムアップのメカニズムに準拠 して推進するぃ

<有 人宇宙活動における個局U方針>

O ISSに ついては、日本実験棟 (」EM)、 HTVな どにより参加するものとし、

そのための開発を推進する。なお、本件が長期にわたるものであることなどを勘案

し、状況の変化に的確に対応する、

t)」 EMの 利用 運 用における費用対効果を最大化するため、民間活力を可能な限

り活かした積極的な利活用を推進する。また、UEMな どの運用 利 用サービスの

提供については、定常段階までには極力民間主体に移行する。

○ 我 が国としては、当面独自の有人宇宙計画Fよ持たないが、長期的には独自の有人

宇宙活動への着手を可能とすることを視野に入れ、基盤的な研究開発を推進する。

<共 通分野における1□局J方針>

○ 我 が国が宇宙開発を自立的かつ確実に実施するための能力を保持し続けるため、

長期を見据えた基礎的 基 盤的研究開発を清実に推進する。

これらを支えるために必要なもの



<宇 宙の産業化の促進>

○ 字 自開発利用の産業謀を促進することにより、宇宙産業が将来の我が国の基幹

産業に発展することを目指す。

○ 宇 宙開発における産業化を促進すべ く、打上げ機会の増大を図るとともに、支

援策を検討する。その一環として、射場環境の整備に努める。また、産業化につ

ながる枠組みの構築 (プライム制等)な どにより、民間を支援する。

○ 宇 宙利用に関して、国によるアンカーテナン ト方式 (長期調達保証)な どの取

細を検討し、基盤の弱い宇宙産業を支援する。

<宇 自開発における国際協調 ・連携>

○ 国 際協力は、我が国として維持すべき自律性に配慮 しつつ、役害!分担と費用分担

を考慮 し、着実に実施する。国際協力課題の選択に当たっては、我が国の国際関係

を長期的、総合的によりよくする手段としての観点を考慮する。

○ ア ジア地域における我が国のブレゼンスを高めるため、アジア地域との協力関係

を強化し、相手国のニーズに合致し、かつ、有用性の高い分野において協力を行う。

○ 宇 宙先進国との協力は、我が国の俊位分野を踏まえ、相互補完となる協力や連携

を行うぃ



我が国の宇宙開発について (参考1)

宇宙航空研究開発機構

(」AXA)

平成 5ヽ年 10月 1日統合

[ 軸
独立行政法人

航空宇宙技術研究所

国主交通省 40億 円(17%)

許上気象術三業務等及び

準天頂術三による高精度柳位

補正に関する技術開発キ
内閣官房 612億 円(243%)

情報収集衛星システムの研究開発

総務省 コ61意円(06%)
差天頂衛星システムの研究開発等

我が国の宇宙開発推進体制

す 我が国にお1する宇自開発利用の基本戦略

(総合科学技術会議)

◎我が国の宇宙開発は、総合科学技術会議が、

我が国宇宙産業の国際競争力の強化、宇宮

の利用を通した国民生活の質の向上等の観点

から総合戦略を策定。

◎平成16年9月には、今後10年程度を見通した

基本戦略として「我が国における宇宙開発利用

の基本戦略」を策定。

宙開発に関する長期的な計画|

(宇宙開発委員会)

◎宇自開発委員会の議決を経て平成15年9月

に総務大臣、文部科学大臣、国主交通大臣

が定めた「宇宙開発に関する長期的な計画」に

基づき、我が国の宇宙開発の中核的な役割を

果たす独立行政法人宇宙航空研究開発機構

(」AXA)に関する中期目標を決定。総合科学

技術会議の戦略に基づき施策を実施。

宇目開発事業
(特殊法人)

平成18年度宇宙開発予算

環境省 6億円(0 2 % )
地球観】1柿星0ミッション機酵の開発等

経済産業省 36億 円(コ4De)

(独立行政法人新エネルギー 産業
技術総合FIn発機構分を合む参考値
は88億円)

準天lll街星システム等基盤ブ
ロジェクト等 文部科学省 1803億 円(71,%|

国家基幹技術の着実お推進

信拒に向上への不断の取組
世界最高水準の宇宙科学研究の推進
国際宇宙ステーション計画の推進

農朴水産省 1億円(0 0 4 8 % )
リモートセツシング技術を'言

用した森林資源の調査幸



我が国の宇宙開発政策①

く宇宙開発委員会(「宇宙開発に関する長期的な計画」のポイント)>

(参考2)

O宇 宙開発は、人類の将来の発展に向けて無限の可能性を秘めた活動であり、人類にとつて広大なフロンティ
アを開拓。

宙開発
〇宇宮開発の成果は、多くの先進的で高度な技術の開発とその安定的な運用にかかつており、国家の総合的

理 の 。

O国 の室全保障に密接に関係する壁堕曲技術であり、我が国の国際的地位にも係る極めて重要な技術分野。
O宇 宙開発は、我が国の           と して、我が国としての自律性を維持し、研究開発の推進
が必要不可欠。

|

◎H― IAロケットは、品質と信頼性の向上、コ
スト低減等を図り、国際競争力を確保し、定
常的に運用
↓

●基韓技簡を世界水準に縄持することが必要
●部品等の基盤技舗等の経持・向上も重要

OH― EAロケット標準型は、民間移管を行い、

信頼性向上とコスト低減等を進める

O国 際宇宙ステーションヘの物資補給のため、H

―正A能力向上型を開発

◎社会的要請に応えるため、地球観測、通信・

放送・測位分野に重点化
↓

●利用日のこ―ズを的確に捉えた研究開発
0高 信頼性とほ]スト1との実現を目指す

○地球観測け、公共性、国際性が極めて高く、
国が中心となつて活動。必要性・緊急性の高い
地球温曜化問題への馳韻に集中。
O通 信 放送・測位は、技術車新に的確な対
応が必要。

先導的技術の開発・幸曹桑理を行い、案用
化へ結濃し。

◎宇宙科学については、高い独創性を有する世
界最高水準の活動を優先

○日本独自の実験棟(UEM、きぼう)の開

発、運用・

利用を通じた、技術蓄積

〇宇宙ステーション補給機(HTV)の開発・

運用

星開発口利

◎有人宇宙活動に必要な基盤的技術を、国
際協を通じて、効率的かつ効果的に蓄積
↓

0国 際宇宙ステーション計画等の国際協力に
参加

１
一



(参考3)

●術皇系の推進戦略
=情報収集衛呈、安全の確保に必要な情報収集・解析技術の高

度化に関しては、着実に研究・開発“運用を推進c
・衛星測位システムのあり方については、当面の目標として、国

はリスクの高い灘位輸完・綸強等に係わる露黄B欝発・葉紐を着

実に推進。整備・運用に関する国の関与のあり方についても、

実証終了までに速やかに決定。

●H一 HAロ ケットの位置付け

我が国が必要な時に独自に宇苗空間に必要な人工衛星等を打

ち上!ずる能力を維持するための御ケットを、基幹ロケットを定義。

H一 IAロ ケットは、再点検の結果等を踏まえ、信頼牲の確保を

最重視した新方針のもとに確実な打上げを可能とする万全の対

策を講じた上で、改めて我が国の基韓Elケットとして既礎に位置

豊立、適正に運用。

●有人宇曽活動への取組み
t国際宇宙ステーション計画は、有人宇曽技術蓄積に不可欠なた

め着実に推進。米国の新宇宙ビジョンの具体4とによる影響等計

画推進上の想定すべき事態に対して、適切な対応を予め検討。

当面(10年程度)は独自の若大学宙計画は韓たないが、長期的

t20～30年後Wiは着手を町能とすることを線野に入れた致縄み

弁掌臨 。
7

<総 合科学技術会議(「わが国における宇宙開発利用の基本戦略」のポイント)>

0■ 自開発の利用の意携=目標
意義は、国家戦略技術としての重要性、我が国の総合的な安全保障

への貢献、地球 人類の持続的発展への貢献及び国際社会における

我が国の地位向上に貢献。

目標としてO国 民の安全の確保、②経済社会の発展と国民生活の質
の向上、0知 の創造と人類の持続的発展を設定。
我が国が必要な時に独自に学由空間に対立上立金盤由二重基にあ
たって維持することを基本方針。信頼性の確保を最重視し、基盤技術
を5会化。

■F― H4r事 =姦 嬢鹸 饗準 r■■fr,lt務ⅢI=英■■(■|■| ■fl■,■411=rl■

●基幹技術と重点化戦略
,国 の持続的発展の基盤となる重要な科学技術(我が国の比較優位

性確保、 自 律性の維持、経済社会ハの広範な波及効果を有する技

術)のうち、宇宙開発利用を怖敏し、ロケット技術などさまざまな要素

技術を統合した事曹輸送システム技歯警弁、基幹技術と定義。基幹

技術を器簡点谷野メ1【盤遼。

● 安全保障・危機管理の分野における取組
・宇宙を安全保障 危機管理の分野で平和的に利用することは、我が

国の総合的な安全保障に大きく貢献。
・国会での決議,議論等を踏まえた上で、国内外における政治 経済

社会情勢 の変化と国際法上の宇宙の平和利用原則を踏まえた各国

の宇宙の平和利用 の状況を念頭におきつつ、我が国としての平和

利用のあり方について議論することが必要。



宇 自 分 野 に お け る 国 家 基 幹 技 術 の 推 進 ～国家の総合的な安全保障磁 接に関わる重要技術の推進～ (参 考 4)

我が国が、国民の生命口財産、我が国が有する社会インフラの保護や資源ロエネルギーの安定的な確保と
いつた国家としての基本的な機能を備え、自律口自立的国家基盤を確保しつつ、持続的に発展していくため、以
下の重要技術を国家基幹技術として推進する。

○宇宙輸送システム

我が国が必要な時に、独自に宇宙空間に必要な人工衛
農空輸送する能力の保持は、我が国の総合的な安全保障
や国際社会における我が国の自律性を維持する上で不
可欠である。

:◆H― ‖Aロケットの開発・製作・打上げ
:◆H― ‖Bロケット(H一 ‖Aロケット能力向上型)

:◆宇宙ステーション揺結機(HTV)
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○海洋地球観測探査システム

宇宙から深海慮下まで、我が国の総合的安全保障に
不可欠な観測口探査活動(地球観測、災害監視、資源
探査)の基盤となるシステムを確立する。

◆次世代海洋探査技術            :
◆衛星による地球環境の観測に係る研究開発及び i
データ統合・解析システムの技術開発       i
◆災害監視衛星利用技術(準天頂衛星を含む) i

陸域観担サ技llI衛呈 温室効果
ガス観

演!技術テ有皇

(GOSAT)

全球降水観測/

二周波降水レーダ

戯

1 晋 )

地球環境変動

親抑ミッション

、 や(GCO 1`)‐t‐

■―

(Aと OS)

準
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次世代海洋探査技術




